
 

 
一般財団法人愛媛県市町村職員互助会 

 

 

一般財団法人愛媛県市町村職員互助会（以下「互助会」という。）は、市町行政の円滑かつ能率的運営を支

援する公益事業、並びに市町職員等構成される現職会員と退職会員及びその家族の皆さまの生活の安定と福

祉の向上に寄与し、公務の効率的運営に資するため、相互救済を目的とした給付事業等を実施しています。 

また、現職会員期間中の掛金及び負担金は標準報

酬月額に右表の率（令和６年４月１日時点、単位：‰）

を乗じ、現職会員の資格を取得した日の属する月か

らその資格を喪失した日の属する月の前月までの各

月につき給与控除により納付いただいています。 

 退職された時の簡単２チェック！！  
 

Ｑ１．引き続く現職会員期間が１０年以上あり、その期間中に職員研修事業

助成金の給付受けていない？ 

  ・・・書類の提出不要 
 

 ・・・「退会記念給付金」（旅行クーポン券）の請求ができます。 

所属所を経由して請求書（別紙様式第 11号）をご提出ください。 

【参考】詳細は１ページをご参照ください。 

● 10 年以上 20 年未満 20,000 円  ● 20 年以上 30 年未満 30,000 円  ● 30 年以上 40,000 円 

 

 

Ｑ２．現職会員期間が１年と１日（退職の日の前日まで引き続き１年）以上

あり、退職時の年齢が５５歳以上（７０歳まで）である？ 

  ・・・書類の提出不要 

ただし、現職会員期間が６月以上ある場合は、年齢にかかわらず「退職医療返還一時金」
の請求ができます。 

 

  ・・・退職会員（配偶者特別会員）の資格取得要件を満たします。 

①退職会員等の資格を取得する or ②「退職医療返還一時金」を請求する 
のどちらかを選択いただき、所属所を経由して該当する書類をご提出ください。 

【参考】詳細は 1 ページをご参照ください。 

①退職会員等資格取得申出書（別紙様式退第１号） 

退職会員等が満60歳に達した日から70歳までの間において医療機関等で診療を受けた場合、当該医療機関等

に支払った保険診療分の一部負担金が1件につき8,000 円（基礎控除額）を超えるとき、その超えた金額（100円

未満切捨て）を請求に基づき給付します。なお、国民健康保険等から給付される高額療養費、共済組合等から給

付される附加給付及びその他これらに類する制度の給付を受けた場合、その給付された金額は控除します。 

②退職医療返還一時金請求書（別紙様式退第９号） 

ア～ウの合算額を給付します。(1年未満の端数があるときは6月未満の端数は切捨て、6月以上の端数は1年に切り上げます。) 

ア 平成7年4月1日から平成18年3月31日までの現職会員であった期間の年数 1 年につき 5,000 円を乗じた額 

イ 平成18年4月1日から令和4年3月31日までの現職会員であった期間の年数 1 年につき 2,000 円を乗じた額 

ウ 令和 4年 4月 1 日以後の現職会員であった期間の年数        1 年につき 1,000 円を乗じた額 
     

給付内容等は収支の状況、地方公務員制度の状況等によって変更する場合がありますが、この場合、変更した内容は現職会

員、退職会員にかかわらず適用されますのでご了承ください。

 

区  分 掛 金 率 負担金率 計 

給 付 事 業 ０．４７５ １．９００ ２．３７５ 

退職福祉事業 ０．４７５ ― ０．４７５ 

共 済 事 業 ０．９５０ ― ０．９５０ 

計 １．９００ １．９００ ３．８００ 

いいえ 

は い 

いいえ 

は い 

（令和６年１２月１日時点） 
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本紙に係るお問合わせ先 

〒７９０－０００３  

松山市三番町５丁目１３番地１ 

えひめ共済会館 ２階 

一般財団法人愛媛県市町村職員互助会 

TEL：089-945-4045 

https://www.ehimectv.jp/ 
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Ⅰ 退会記念給付金 ～ 給付事業 ～ 
 

（1） 支給要件 

   現職会員である者が退職（死亡退職を除く。）した場合、その者の引き続く現職会員期間が次
に掲げる年数に至り、かつ、その現職会員期間中に職員研修事業助成金の給付（昭和 61 年度
以後の全ての助成金を対象とする。）を受けていないときに、現職会員期間に応じた旅行クー
ポン券を支給します。 

  ＜ 現職会員期間 ＞ 
   ① 10 年以上 20年未満  20,000 円   ② 20 年以上 30年未満  30,000 円 
   ③ 30 年以上       40,000 円 
 
（2） 請求手続 

   退会記念給付金請求書（別紙様式第 11号、8Ｐに掲載）を所属所を経由してご提出ください。 
 
（3） 給付予定等 

   互助会において請求書を受理後、おおよそ２か月後くらいにご選択いただいた旅行会社から
請求書に記載の住所へ旅行クーポン券を送付します。簡易書留などの記録が残る方法で送付し
ますので、必ず受取可能な住所をご記入ください。なお、退職後に転居等を予定されている場
合は、旧住所及び新住所（引っ越し予定日）を記入いただき、お近くの郵便局で「転居届」の
手続きをお願いします。 

 

Ⅱ 退職者医療返還一時金 ～ 退職者医療給付事業 ～ 
 

（1） 支給要件 

現職会員期間が６月以上ある現職会員が退職又は死亡退職し、退職会員の資格取得要件を満た
さないとき又は資格を取得しなかったときに、次の①～③に掲げる金額の合算額を給付します。 

   ① 平成 7年 4月 1日から平成 18年 3 月 31 日までの現職会員期間の年数 
1 年につき 5,000 円 

   ② 平成 18 年 4月 1 日から令和 4年 3月 31 日までの現職会員期間の年数 
1 年につき 2,000 円 

③ 令和 4年 4月 1日から退職の日又は死亡の日までの現職会員期間の年数 
1 年につき 1,000 円 

※1 年未満の端数があるときは 6 月未満の端数はこれを切り捨て、6 月以上の端数はこれを 1 年に切り上げます。 
 
（2） 請求手続 

   退職医療返還一時金請求書（別紙様式退第 9 号、10Ｐに掲載）を所属所を経由してご提出くださ
い。  

（3） 給付予定等 

   互助会において請求書を受理後、おおよそ２か月後くらいに請求書に記載の金融機関に送金
します。あわせて、送金通知書を請求書記載の住所へ送付しますので、退職後に転居等を予定
されている場合は、旧住所及び新住所（引っ越し予定日）を記入いただき、お近くの郵便局で
「転居届」の手続きをお願いします。  

Ⅲ 退職餞別金 ～ 退職者医療給付事業 ～ 
 
（1） 支給要件 

退職者医療給付事業が平成 7 年 4 月 1 日に発足したことに伴い、現職会員の給付である退職餞
別金は平成7年 3月31日に廃止しました。このため、平成6年10月 31日までに現職会員資格を
取得していた者の現職会員期間に応じた退職餞別金(昭和61年 4月１日から平成4年3月31日ま
での期間は 5,000 円、平成 4年 4月 1日から平成 7年 3月 31 日までの期間8,000 円)は凍結し、
退職時に退職者医療給付事業への加入に必要な「一時拠出金」の一部に充てることとしました。  

（2） 請求手続 

   ①退職者医療給付事業に加入しない者又は加入できない者については、凍結した退職餞別金を
退職時に自動給付しますので、請求書の提出は必要ありません。 
②退職者医療給付事業に加入する者については、一時拠出金に充当するものとします。  

（3） 給付予定等 

   ①退職後、おおよそ２か月後くらいに互助会届出口座に給付します。 
②一時拠出金計算時に当該金額を充当して計算します。ただし、退職餞別金の額が一時拠出
金の額を超える場合は、退職餞別金を充当せず、互助会において一時拠出金の払込みを確認
した後に、互助会届出口座に給付します。 
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Ⅳ 退職者医療給付事業について 

  この事業は、現職会員の皆さまが退職後、国民健康保険等に加入した場合、医療費の自己負担
の額が増大し、長期の入院をした場合などは生活が圧迫される恐れがありますので、その不安を
解消するため退職後満 60 歳に達した日から満 70 歳に達した日（70 歳の誕生日の前日）の属する
月の月末（以下「70 歳」という。）までの間、医療費の自己負担の額の一部を給付する事業とし
て平成 7年 4月 1日に発足しました。 
在職中は、医療保険者が愛媛県市町村職員共済組合（以下「共済組合」という。）の場合、互助

会からの医療給付金が自動的に支給されていましたが、退職後は次のいずれかの公的医療保険制
度に新たに加入し、ご自身で請求（請求書及び領収書等を互助会に提出）いただく必要がありま
す。 

 
 

（退職後の医療保険制度について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
           ※ 一部負担割合は、満 60 歳以上 70 歳未満の者の負担割合です。 
  

１ 加入方法等について 
 

(1) 加入資格 

    ① 退 職 会 員 ・・・満 55 歳以上で 70 歳までに退職した者で、退職の日の前日ま
で引き続いて１年以上現職会員であった者 

    ② 配偶者特別会員 ・・・満 55 歳以上で 70 歳までに死亡退職し、かつ、死亡の日の前
日まで引き続いて１年以上現職会員であった者の配偶者で、満
55 歳以上で 70歳までの者 

 

(2) 会員期間 

退職会員又は配偶者特別会員の資格を取得した日から、70 歳までの間となります。ただし、
現職会員の資格を取得したときは脱退扱いとなります。 

 

(3) 加入手続 

   退職会員・配偶者特別会員資格取得申出書(別紙様式退第 1 号、9～10Ｐに掲載)を所属所を経
由して、退職後 20 日以内に提出し、一時拠出金を払い込んでください。 

 
(4) 一時拠出金 
【令和 7年 3 月 30 日までに退職する方】 
 

公的医療 
保険制度 再就職先の健康保険 

本人・被扶養者 
一部負担：３割※ 

健康保険に加入して

いる家族の被扶養者 

本 人 
一部負担：３割※ 

退    職 

再就職する 
・再就職しない 
・再就職先に医療保険制度がない 

国 民 健 康 保 険 
共 済 組 合 の 
任 意 継 続 組 合 員 

本人・被扶養者 
一部負担：３割※ 

本人・被扶養者 
一部負担：３割※ 

 保険診療分の一部

負担の額が 1 件につ

き25,000円を超えた

場合、その超えた額

について、共済組合

から高額療養費や附

加給付等として自動

的に給付されます。 

(令和6年4月診療分現在) 

※互助会 退職者医療給付事業（任意加入の制度） 

 退職後、加入している医療保険制度において医療を受け、保険診療

分の一部負担の額が 1 件につき 8,000 円を超えた場合、その超えた額

（高額療養費や附加給付等が給付される場合は、その額を控除した額）

を給付する任意加入の制度です。 （令和6年4月診療分現在） 
 なお、当該制度内容は、今後変更することがあります。 
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  次の算定等による一時拠出金の払い込みが必要となります。 
 
   退職時の標準報酬月額あるいは平均標準報酬月額※のどちらか低い額に 

×  1.5/1000×(360 月－平成 7 年 4 月分以後の掛金払込月数）＝ 一時拠出金（Ａ） 

×  1.0/1000×(平成18年4月分から令和4年9月分までの掛金払込月数)＝一時拠出金（Ｂ） 

×1.025/1000×(令 和 4 年 10 月 分 以 後 の 掛 金 払 込 月 数 ）＝ 一時拠出金（Ｃ） 

 Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ＝ 一時拠出金 

※ 平均標準報酬月額は、年度によって変わる場合があります。 
 

① 満 60 歳を超えて資格取得する場合の取扱い 
    満 60 歳を超えて退職会員の資格を取得する場合、その超えている年齢 1年（1年未満切

捨て）につき 5,000 円を一時拠出金から差し引きます。 
 

② 退職餞別金の取扱い 
    １ページ「Ⅲ 退職餞別金」をご覧ください。 
 

③ 一時拠出金の振込みについて 
退職会員・配偶者特別会員資格取得申出書(別紙様式退第 1 号、9～10Ｐに掲載)を受理後、

互助会から一時拠出金の金額を印字した振込依頼票を送付しますので、振込依頼票の金額を
次のア～ウのいずれかの振込方法により、期日までに指定口座へお振込みください。 

 
   ア インターネットバンキングによる振込み 
   イ ＡＴＭによる振込み 
   ウ 振込依頼票を使用し、金融機関の窓口での振込み 
   （振込依頼票については、県内の伊予銀行、愛媛銀行でご利用いただけます。） 
   

※振込みに係る手数料は、自己負担（振込依頼者負担）となりますのでご了承ください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
(6) 会員証の交付 
   一時拠出金の入金を確認後、互助会から「退職会員証・配偶者特別会員証」等を送付します。 
           

【令和 7年 3月 31 日以降に退職する方】 
 令和 7年 4月 1日以降に退職会員等の資格を取得する者から、以下のとおり一時拠出金の算出方
法等が変更となります。 
 
一時拠出金 
 退職者医療給付事業に加入する場合、現職会員期間中に納付した財源率が所要財源率（513/1000）
に満たない部分について、次の算定等による一時拠出金の払い込みが必要となります。 
 
平成 7年 4月 1日から平成 18 年 3月 31日までの現職会員期間に係る掛金払込月数分の掛金率 
1.425/1000×平成 7年 4月 1日から平成 18 年 3月 31 日までの現職会員期間(月数)・・・Ⓐ 
 
平成 18年 4 月 1日以降の現職会員期間に係る掛金払込月数分の掛金率 
0.475/1000×平成 18年 4 月 1 日以降の現職会員期間(月数)・・・Ⓑ 
 

退職時の標準報酬月額あるいは平均標準報酬月額※のどちらか低い額に 
×(513/1000‐(Ⓐ+Ⓑ))＝一時拠出金 

 
※ 平均標準報酬月額は、年度によって変わる場合があります。 

 
満 60 歳を超えて資格取得した場合の控除額及び平成 7 年 4 月 1 日前に現職会員の資格を取得し

た者に係る退職餞別金の充当の取扱いについては、変更ありません。 
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２ 給付内容及び請求方法について 
 

(1) 給付内容  

   退職会員等が満60歳に達した日から70歳までの間において医療機関等で診療を受けた場合、
当該保険医療機関等に支払った保険診療分の一部負担の額が 1件につき 8,000 円を超えるとき、
その超えた金額（100 円未満切捨て）を請求に基づき給付します。ただし、国民健康保険等から
給付される高額療養費、共済組合等から給付される附加給付及びその他これらに類する制度の
給付を受けた場合は、その給付された金額は控除します。給付金の種類は次のとおりです。 

 
  ア 退職会員の診療に係る給付・・・・・本人医療給付金 
  イ 配偶者特別会員の診療に係る給付・・配偶者特別医療給付金 
 

※ 被扶養者に対する給付については令和 6 年 4 月 1 日以後に退職し、退職会員等の資格を取得する
者から被扶養者制度の取り止めにより請求対象外となっていますが、それまでに退職会員等の資格
を取得している者については従前と同様に取扱います。 

 

(2) 給付対象者 

   会員本人のみ 
   ※会員本人以外の被扶養者等については、請求対象外です。 
 

＜例＞退職会員及び配偶者特別会員が支払った1件当たりの医療費に係る給付内容 

（事例 高額療養費制度の区分エに該当する者で、12か月の高額療養費該当回数が1～3回の場合） 

 
共済組合の任意継続組

合員及びその被扶養者  
 

国民健康保険又は協会

けんぽ等の被保険者及

びその被扶養者 

医 

療 

費 

 

自 

己 

負 

担 

額 

 

 

 

57,600 円 

共済組合から高額療養

費が支給   (自動的) 
 

国民健康保険又は協会

けんぽ等から高額療養

費が支給   (要請求) 

25,000 円 

共済組合から附加給付

等が支給   (自動的) 
 

互助会から退職医療給

付金を給付 

(要請求) 
8,000 円 

互助会から退職医療給

付金を給付  (要請求) 

 
自己負担  自己負担 

 

(3) 請求手続 

   退職医療給付金請求書（別紙様式退第 8 号）に必要事項を記入のうえ、領収書（原本若しく
は写）を添付して互助会にご提出ください。領収書は、領収印の押印がある受診者氏名・受診年
月・医療機関名・受診科・受診区分及び保険適用の自己負担額がわかるものを添付ください。 

 

〔「退職医療給付金請求書」の流れ〕 

 

 

 

 

 

 

 

【留意事項】 
 

●高額療養費に該当する場合 

 保険者に高額療養費の請求をし、当該高額療養費等が給付されましたら、その高額療養費の
給付額がわかる保険者からの「支給決定通知書」等（原本若しくは写）を請求の際に添付して

17,000 円を給付 49,600 円を給付 

請求書等を提出してから、おお
よそ２か月後 

医療機関等 

①医療機関等の受診 

②領収書等の受領 

互助会 

④退職者医療給付金等の支給 

③請求書+領収書等の提出 

請
求
書 

領
収
書 

領
収
書 

退職会員等 

区分はア～オとされ、所得や標準報酬月額によって異な

ります。詳細は互助会ホームページ等でご確認ください。 
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ください。ただし、愛媛県市町村職員共済組合及び公立学校共済組合の任意継続組合員の場
合は、高額療養費の給付に該当した場合、共済組合から自動的に高額療養費等が給付されま
すので、共済組合に高額療養費の請求をする必要はありません。 

 

●限度額認定証を使用した場合 

「限度額適用認定証」又は「限度額適用・標準負担額減額認定証」の写を請求の際に添付し
てください。その際、被保険者記号番号・保険者番号をマスキングしてください。 

 
●請求内容が不明な場合は、互助会から会員、医療機関又は保険者に一部負担額や高額療養費
等について確認させていただくことがあります。 

 

(4) 給付予定等 

   互助会において請求書を受理してからおおよそ２か月後くらいに互助会届出口座に給付します。 
 

(5) 給付の制限 

   次の①又は②に該当したときは、給付の全部若しくは一部を行わず又は既に給付を行ったも
のについては、これを返還させることができるものとします。 

   ① 給付の原因に虚偽の事実があったとき。 
   ② 請求又は受領に不正の事実があったとき。 
 

(6) 時効について 

  給付を受ける権利は、その給付事由が生じた月から 2 年以内に請求しなければ、時効によっ
て消滅します。 

 
＜例＞2025 年 5 月 15 日に医療機関を受診した場合 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 ◎退職医療給付金を請求する場合は、受診者ごとに次の①～⑧の取扱いにより1件ごとに「退職医療給付金請求書（別紙様 

式退第8号）」を作成し、必要書類を添付のうえ、互助会へ提出してください。 

 ① 診療を受けた医療保険制度の保険者ごとに 1 件 

   異なる医療保険制度の保険を利用して診療を受けた場合は、保険者ごとに 1 件となります。 

  （例 同じ月に共済組合任意継続、国民健康保険を使用し、診療を受けた・・・2 件） 

 ② 診療を受けた月ごとに 1 件 

   月の初日から末日までの診療についての 1 か月を 1件として計算します。 

  （例 同じ保険医療機関での診療が 2 か月にわたるとき・・・2 件） 

③ 診療を受けた保険医療機関ごとに 1 件 

   同じ月に保険医療機関を異にして診療を受けた場合は、保険医療機関ごとに 1 件となります。 

  （例 同じ月にＡ病院、Ｂ病院で診療を受けた・・・2 件） 

  （※ただし、複数科を有するＡ病院において、複数科にわたって診療を受けたときは 1 件となります。） 

 ④ 入院と外来の場合は、それぞれ 1 件 

   同じ月に同じ保険医療機関で入院と外来による診療を受けた場合は、入院、外来ごとそれぞれ 1 件となります。 

  （例 同じ月に入院－外来－入院・・・2 件） 

 ⑤ 保険医療機関と保険薬局が区別されている場合は、それぞれ 1 件 

   同じ月に診療を受け、診療を受けた保険医療機関の処方箋により保険薬局で薬代を支払った場合は、それぞれ 1 件

となります。 

  （例 受診した病院の処方箋により、保険薬局に薬代を支払った・・・2 件） 

 ⑥ 室料差額等の保険適用外のものは、給付の対象となりません。 

 ⑦ 入院時における食事療養標準負担額は、給付の対象となりません。 

  （※入院中の食事は、１食 460 円の食事療養標準負担額です。なお、特別メニューの場合や、長期入院者、市区町村

民税の非課税者等の場合は負担額が異なります。） 

 ⑧ 紹介状なしで特定機能病院及び 200 床以上の病院などを受診する場合に必要となる定額負担は、給付の対象とな

りません。 

 

 

給付の取扱い（１件の取扱い等）について 

提出された書類に疑義がある場合は、互助会から会員、医療機関又は保険者に一部負担金や高額
療養費等について確認をする場合があります。 

令和 7 年 令和 7 年 令和 7 年 令和 9 年 

時効の成立により、請求書の受付はしません。 

医療機関等を受診  

2025/5/1 2025/5/15 2025/6/1 2027/5/31

請求書の提出が可能な期間

事由発生 
１か月間の積算となるため、請求書は翌 
月 (6/1) ～提出可能 

２年（終了） 
～ 2027/5/31 までは互助会で受付し、支 
給の対象とする。 
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３ 資格を喪失するとき 
 

(1) 喪失要件 

   ① 退職会員又は配偶者特別会員が次のア～ウのいずれかに該当したときは、その翌日から

その資格を喪失します。 

    ア 70 歳に達したとき 

    イ 70 歳に達する前に死亡したとき 

    ウ 退職会員等でなくなることを希望する旨を互助会に申し出た場合において、その申出

が受理された日の属する月の末日が到来したとき 
 

  ② 退職会員が現職会員の資格を取得したときは、その日から退職会員の資格を喪失します。 
 

(2) 喪失手続き 

70 歳到達による退職会員等の資格の喪失は、手続きの必要は何らございません。ただし、そ
れ以外の場合は、「資格喪失申出書兼退職医療死亡弔慰金・退職医療脱退一時金請求書（別紙様
式退第 7号）」を提出いただく必要がありますので、互助会までご連絡ください。なお、退職会
員等が死亡された場合は死亡の当時、被扶養者であった者（被扶養者がいない場合は親族）にお
手続きいただきます。その際、退職会員等との続柄を確認できる書類などの書類を提出いただく
ことがあります。 

 

(3) 給付内容等（退職医療死亡弔慰金・退職医療脱退一時金） 

   退職会員等が死亡したとき、又は、脱退したとき（退職会員が現職会員の資格を取得したとき
を含む。）は次により退職医療死亡弔慰金・退職医療脱退一時金を給付します。 

 
① 退職会員等の死亡の日の年齢が満 55 歳以上満 60 歳未満の場合は、次のア～エに掲げる

金額の合算額を給付します。 
    ア 退職会員等の資格を取得するときに拠出した一時拠出金に相当する額 
    イ 平成 7年 4月 1日から平成 18 年 3月 31 日までの現職会員期間の年数 

1 年につき 5,000 円 
    ウ 平成 18 年 4月 1 日から令和 4 年 3月 31 日までの現職会員期間の年数 

1 年につき 2,000 円 
エ 令和 4年 4月 1 日から退職の日又は死亡の日までの現職会員期間の年数 

1 年につき 1,000 円 

※1 年未満の端数があるときは 6 月未満の端数はこれを切り捨て、6 月以上の端数はこれを 1 年に切り上げます。

また、配偶者特別会員は、当該者の配偶者であった者の現職会員であった期間をいいます。 
 

② 死亡日又は資格喪失日の前日の年齢が満 60歳以上で 70 歳に達する前の場合 

     死亡日の翌日又は資格喪失日から 70 歳に達する日までの期間の年数 1 年（1 年未満切捨
て）につき 10,000 円を給付します。 

 

４ 異動の報告 
 

   退職者医療給付事業加入後に住所の変更等をする場合は、下表のとおり互助会への届出が必要

となります。届出用紙は、互助会ホームページからダウンロード又は互助会にご連絡ください。 

届 出 事 項 提 出 書 類 等 

1 会員証の紛失・破損 ◎退職会員証・配偶者特別会員証再交付申請書(別紙様式退第 4 号) 

2 会員の氏名の変更 

◎退職会員・配偶者特別会員異動報告書(別紙様式退第 5 号） 

※被保険者証等を添付される場合は、保険者番号及び被保険者等記

号・番号をマスキングしてください。 

3 会員の住所の変更 

4 
会員の加入している健康保険制度（被保険

者証の名称・交付者）の変更 

5 指定口座の金融機関名及び口座番号の変更 
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一時拠出金計算【令和７年３月３０日までに退職する方】 
 

一
時
拠
出
金
の
算
定 

一時拠出金(Ａ) 算定基礎となる標準報酬月額 

 

 

        円※ 
 

※算定基礎となる標準報酬月額は、退職月の掛金の

標準となった標準報酬月額又は現職会員の平均標準

報酬月額（300,000 円）のいずれか少ない金額で

す。なお、平均標準報酬月額は年度によって変わる

場合があります。 

× 
1.5 

×     月＝     円 
1,000 

（360 月－平成７年４月分以後の掛金払込月数） 

一時拠出金(Ｂ) 
× 

1.0 
×     月＝     円 

1,000 

（平成18年４月分～令和４年９月分までの掛金払込月数） 

一時拠出金(Ｃ) 
× 

1.025  
×     月＝     円 

1,000 

（令和４年 10 月分以後の掛金払込月数） 

控除額(Ｄ) 
５，０００円×      年＝      円 

(満 60 歳を超えて資格取得する場合、一時拠出金から差し引きます。) 

退職餞別金(Ｅ) 
５，０００円×    年＋８，０００円×   年＝     円 

(平成6年10月31日までの現職会員期間分を一時拠出金から差し引きます。) 

一時拠出金払込額 

（Ａ+Ｂ+Ｃ-Ｄ-Ｅ） 

 

(A)     円＋(B)     円+(C)     円－(D)     円－(E)     円 

 

 

＝        円（一時拠出金払込額） 

 
 

 

 

 

一時拠出金計算【令和７年３月３１日以降に退職する方】 
 

 

1000 1000 1000

(Ａ) (Ｂ)

平成6年10月31日までに現職会

員の資格を取得していた者は、

一時拠出金から退職餞別金を差

し引きます。
( )

)
満60歳を超えて資格取得する場

合、一時金拠出金から差し引き

ます。

一

時

拠

出

金
の

算

定

納付済み掛金率

(Ａ)

納付済み掛金率

(Ｂ)

控　　除　　額

(Ｄ)

退 職 餞 別 金

(Ｅ)

一 時 拠 出 金

払　込　額

(Ｃ－Ｄ－Ｅ)

一 時 拠 出 金
(Ｃ)

＝
1000

平成7年4月から平成18年3月まで

の掛金払込月数分の掛金率

平成18年4月以降の掛金払込月数

分の掛金率

0.475

1.425

1000
× 月

× 月 ＝
1000 1000

513
円※ × － +( 円) ＝

5,000 円 × 年

(5,000円 × 年) +

＝

(8,000円 年)×

＝ 円 (

（Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）円 －円 － 円 ＝ 円

円

{ ｝

※算定基礎となる標準報酬月額は、退職月の掛金の標準となった標準報酬月額又は現職会員の平均標準報酬月額（300,000円）

のいずれか少ない金額です。なお、平均標準報酬月額は年度によって変わる場合があります。



　

1

2

１

３

－

市 町
郡

( ) －

1 　診療を受けた月ごとに請求してください。

2 　同じ月に医療機関を異にして診療を受けたときは、医療機関ごとに請求してください。

3 　同じ月に入院及び外来による診療があるときは、入院、外来ごとに請求してください。

4 　医療機関と保険薬局が区分されているときは、医療機関、保険薬局ごとに請求してください。

5 　室料差額等の保険適用外のもの、食事療養標準負担額及び定額負担は、支給の対象とはなりません。

6 　「高額療養費支給決定通知書（写し）」又は「限度額適用認定証（写し）」若しくは「限度額適用・標準負担額減額認定証

（写し）」を添付する場合は、保険者番号及び被保険者等記号・番号をマスキングしてください。
7 　領収書及び証明書の内容に疑義がある場合は、当該医療機関等若しくは請求者に内容確認を行います。

　ださい。
（注）

　は、受診した医療機関で

　右欄「診療報酬領収済証
医療機関名等

住所

　明書」に証明を受けてく 名称（医師名）

TEL

　のわかるもの）を添付し 受診者負担額（保険適用分） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円
　てください。ただし、領 上記のとおり領収したことを証明いたします。

　収書が添付できないとき 　　　　　年　　　月　　　日

　及び被保険者証の名称、 入 院 診 療 年 月 日 年 月 日 ～ 日 （　　　　日間 ）

　保険適用分の自己負担額 調 剤 年 月 日 年 月 日 ～ 日 （　　　　　回 ）

（　　　　）

　名、受診年月日、医療機

　関名、受診科、受診区分 外 来 診 療 年 月 日 年 月 日 ～ 日 （　　  　　日 ）

「診療報酬領収済証明書」 （　　　　　年　　　月分）
 ※ 退職医療給付金請求書

　には、領収書（受診者氏
受 診 者 氏 名

健康保険証
の名称

受診科

請求者（会員）
住 所

氏 名

6 整 形 外 科 13 補 装 具 20 皮 膚 科

円

上記のとおり退職医療給付金を請求いたします。

一般財団法人愛媛県市町村職員互助会会長　様

　　　　　　年　　　　月　　　　日

〒

27
そ の 他

7 婦 人 科 14 呼 吸 器 科 21 肛 門 科

円

で囲んでください。 5 外 科 12 調 剤 19 皮膚泌尿器科 26 脳 神 経 外 科 請　求　額

25 神 経 科

受 診 科 3 消 化 器 科 10 耳鼻咽喉科 17 小 児 科 24 神 経 内 科

(該当受診科の番号を○印)
4 泌 尿 器 科 11 歯 科 18 胃 腸 科

22 性 病 科 自己負担額

2 循 環 器 科 9 眼 科 16 理 学 診 療 科 23

1 内 科 8 精 神 科 15 放 射 線 科

麻 酔 科 （保険適用分）

医 療 機 関 名
受
診
区
分

入 院 ・ 外 来

又 は 薬 局 名 歯 科 ・ 調 剤
受 診 年 月 年 月

（

任
継
）
(

（生年月日）

退職者医療（本人）

）
●
健
　
保

被保険者証の名称(交付者)

受診 者の 被保険証の
●
国
　
保
（ 2 家族

一　　　　　般
（　　　　　）

1 本人）
●
そ
の
他

(）２ 退職者医療（家族）
名称（使用した保険） 2 家族 ）

－

氏名 円配偶者特別医療給付金 　年　　月　　日 （ 　 歳）

－

（ 1 本人

●
共
済
組
合

月分 )

会　　　　　　　　　員 給付金種類 （ 該当する番号を○ )

受
診
者

（氏名）
本 人 医 療 給 付 金

男・女
※ （ 互 助 会 記 入 欄 ）

決定金額
で囲んでください

番号

（性別）

別紙様式退第８号（第３７条関係）

退職医療給付金請求書
( 年

印
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年 月 日 女 TEL （ ） －

・ （普通）

続柄

＝

　　　　　　　平成　　　　 年 月 日

 

（記入しないでください） 2 配 偶者 特 別 会員

元現職会員

番　号

氏　名

別紙様式退第１号（第２８条関係）

退職会員・配偶者特別会員資格取得申出書

互　助　会 会 員 区 分 会　員　番　号

記　入  欄 1 退 職 会 員
 

第 号 元所属所の
名 称

申
出
者

ふ  り  が  な 申出者の

氏 名 住 所

〒 －

生 年 月 日 及 び 性 別 男 ・

取 得 年 月 日 となった標準報酬月額 円
退 職 年 月 日 年

日 退 職 時 の 掛 金 の 標 準現 職 会 員 資 格
年 　 　月 等級

金庫 所

退 　職　 理 　由 退　職　・　死　亡

指定口座金融機関名 銀行 店

及 び 口 座 番 号

月 日 （ 歳）

退職会員･配偶者特別会員が
加入している医療保険制度

被保険者証の名称（交付者） 被保険者氏名 資格取得（認定）日

（　　　　） 年 日

円互

助

会

記

入

欄

（

こ

の

欄

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

）

一 時 拠 出 金 ×
1,000

(Ａ)
円 （ 360月－平成７年４月分以後 ）の掛金払込月数

1.0
× 月 ＝

控 除 額 （
満60歳を超えて資格取得する場合、一時　　　　　

(Ｄ)

一 時 拠 出 金

(Ｃ)

円一 時 拠 出 金

（一時拠出金計算の基礎
となる標準報酬月額 ）

×
1,000

(Ｂ) （

）5,000円 × 年＝ 円

退 職 餞 別 金
を取得していた者は、一時拠出金から退

(Ｅ)

平成6年10月31日までに現職会員の資格

＝ 円

 年月日、退職時の掛金の標準となった標準報酬月額、退職理由」欄は、申出者の配偶者（元現職会員）にかかる内容を記入してください。

2　昭和61年4月1日以前に現職会員になった者は、「現職会員資格取得年月日」欄は、昭和61年4月1日と記入してください。
 3　被保険証（写し）を添付する場合は、保険者番号及び被保険者等記号・番号をマスキングしてください。

ので申し出ます。

　なお、満60歳を超えて資格取得する場合の控除額及び退職餞別金の給付がある場合は、当該金額を拠出すべき
一時拠出金の費用に充てることに同意いたします。

　　一般財団法人愛媛県市町村職員互助会会長　様

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ－Ｄ－Ｅ）－ (Ｄ)　       　円

　上記のとおり一般財団法人愛媛県市町村職員互助会の退職会員・配偶者特別会員になることを希望いたします

－

1　配偶者特別会員の資格を取得する者についての「元現職会員番号、元現職会員氏名、元所属所の名称、現職会員資格取得年月日、退職

　        　   円

職餞別金を差し引きます。

一 時 拠 出 金
払 込 額

(Ａ)　         　円 ＋ (Ｂ)　       　円 ＋ (Ｃ)　　　　　　　円

(Ｅ)　       　円

）
（5,000円× 年） ＋ (8,000円× 年）

農協

円×
1,000

（令和4年10月分以後の ）　掛金払込月数

申出者氏名

1.025
× 月 ＝

拠出金から差し引きます。

平成18年４月から令和4年9月までの）掛金払込月数

（

1.5
× 月 ＝

令和７年３月３０日までに退職する方
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年 月 日 TEL （ ）

 を取得していた者は、一時拠出金から退

(C) 円 （D) 円 ― ＝ 円

上記のとおり一般財団法人愛媛県市町村職員互助会の退職会員・配偶者特別会員になることを希望しますので申し出ます。

なお、満60歳を超えて資格取得する場合の控除額及び退職餞別金の給付がある場合は、当該金額を拠出すべき一時拠出金

の費用に充てることに同意いたします。

　　一般財団法人愛媛県市町村職員互助会会長　様

年 月 日

 
1　配偶者特別会員の資格を取得する者についての「元現職会員番号、元現職会員氏名、元所属所の名称、現職会員資格取得年月日、退職年月
 日、掛金の標準となった退職時の標準報酬月額(短期)、退職理由」欄は、申出者の配偶者(元現職会員)にかかる内容を記入してください。

2　昭和61年4月1日以前に現職会員になった者は、「現職会員資格取得年月日」欄は、昭和61年4月1日と記入してください。
 3　被保険証(写し)を添付する場合は、保険者番号及び被保険者等記号・番号をマスキングしてください。

円

（Ｃ－Ｄ－Ｅ）

一 時 拠 出 金
払 込 額 ― （E)

申出者氏名

退 職 餞 別 金

(Ｅ) ＝ 円( )
(5,000円 × 年) ＋(8,000円× 年)

 平成6年10月31日までに現職会員の資格

 職餞別金を差し引きます。

控 除 額 （
満60歳を超えて資格取得する場合、一時　　　　　

）5,000円 × 年＝ 円
(Ｄ) 拠出金から差し引きます。

一時拠出金計算の基礎となる標準
報酬月額(短期) ）(Ｃ)

）} ＝ 円
1000 1000 1000
513

- （ ＋

（Ａ) （Ｂ)

月 ＝
1000 1000

互

助

会

記

入

欄

（

こ

の

欄

は

記

入

し

な

い

で

く

だ

さ

い

）

1000 1000(Ａ)

納付済み掛金率 平成18年4月以降の掛金払込月数
分の掛金率

0.475
×

(Ｂ)

一 時 拠 出 金 円 × {
（

納付済み掛金率 平成7年4月から平成18年3月まで
の掛金払込月数分の掛金率

1.425
× 月 ＝

年

退職会員･配偶者特別会員
が加入している医療保険
制度

被保険者証の名称（交付者） 被保険者氏名 続柄 資格取得（認定）日

( )

農協 ・
金庫 所

指定口座金融機関名
及 び 口 座 番 号

銀行 店
(普通)

日月

日 掛金の標準となった退職
時の標準報酬月額(短期)

等級 千円
現 職 会 員 資 格

年 月
取 得 年 月 日

日（ 歳) 退 　職　 理 　由 退　職　・　死　亡退 職 年 月 日 年 月

申
出
者

ふ  り  が  な 申出者の

氏 名 住 所

－

生 年 月 日 及 び 性 別 男 ・ 女

2 配 偶 者 特 別 会 員

元現職会員
番　号 第

別紙様式退第１号（第２８条関係）

退職会員・配偶者特別会員資格取得申出書

互　助　会 会員区分 会　員　番　号

記　入  欄 1 退 職 会 員
（記入しないでください）

号 元所属所の
名 称

氏　名
〒

所属所受付印

未定稿

令和７年３月３１日以降に退職する方
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　 年 月

－

　

　 ）
　

(注)「退職医療返還一時金請求書」は、下記の事由が生じた者が提出してください。
１　退職者医療給付制度に加入資格のない退職者
２　退職者医療給付制度に加入資格のある者で、加入を希望しない者

TEL（ －

住所

氏名

一般財団法人愛媛県市町村職員互助会会長　様

日

請 求 者

〒

金 融 機 関 名
農協 本所・支所 口座名義

上記のとおり退職医療返還一時金を請求いたします。

退職者医療給付事
業に加入しない理
由

　１　加入資格がないため 　２　加入資格はあるが、加入を希望しないため

給付金振込指定
銀行 本店・支店 口座番号

円 (Ｂ)

＝ 円

＝ 円 (Ａ)

円 (Ｃ)

年

2,000円 × 年 ＝
請    求    額

平成7年4月1日から平成18年3月31日ま
での現職会員期間であった年数(6月未
満の端数は、これを切り捨て、6月以
上の端数は、これを1年に切り上げ
る。)

5,000円 × 年

合計金額〔(Ａ)＋(Ｂ)+（Ｃ）〕

令和4年4月1日以後の現職会員期間で
あった年数(6月未満の端数は、これを
切り捨て、6月以上の端数は、これを1
年に切り上げる。)

1,000円 × 年 ＝

平成18年4月1日から令和4年3月31日ま
での現職会員期間であった年数(6月未
満の端数は、これを切り捨て、6月以
上の端数は、これを1年に切り上げ

月 日
資格取得年月日

生年月日 年 月 月 日
死 亡 年 月 日

日
退 職 又 は

退職医療返還一時金請求書

元現職会員

番 号 第 号
決 定 額

別紙様式退第９号（第３８条関係）

円
※(互助会記入欄)

氏 名
現 職 会 員

年
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〇退職した年の翌年以
降の保険料は、登録口
座より毎月の口座振替
をします。また、併せ
て手数料385円／月（消
費税10%込）を振り替え
ます。（初回：退職し
た年の12月）
（団体定期保険、団体
定期保険プラス、医療
保障保険、医療費支援
制度、重病克服支援制
度及び傷害補償プラ
ン）

医 療 費 支 援 制 度

退職時に本制度に加入している者が退職
した場合で、保険料を一括前納し、団体
定期保険に加入の者

本人と配偶者
（※こどもの加入はでき
ません。）

退職した年の翌年からも退職時の加入
内容で、満７９歳６か月まで継続加入
できます。

重 病 克 服 支 援 制 度

退職後終身医療保険
（ 個 人 契 約 ）

「医療保障保険」に加入している者が満
６９歳を迎え、退職後終身医療保険（個
人契約）に申込みをした者
※該当者には、明治安田生命保険相互会
社から別途ご案内します。

本人と配偶者
（※こどもの加入はでき
ません。）

終身にわたって継続加入できます。
※商品内容等については、明治安田生
命保険相互会社の担当部署（担当者）
までお問い合わせください。

退職時に本制度に加入している者が退職
した場合で、保険料を一括前納し、団体
定期保険に加入の者

本人と配偶者
退職した年の翌年からも退職時の加入
内容で、満７９歳６か月まで継続加入
できます。

傷 害 補 償 プ ラ ン
退職時に本制度に加入している者が退職
した場合で、保険料を一括前納し、団体
定期保険に加入の者

本人と配偶者
（※こどもの加入はでき
ません。）

共
済
グ
ル
ー

プ
保
険

団 体 定 期 保 険
退職時に本制度に加入している者が退職
した場合で、保険料を一括前納した者

本人と配偶者
（※こどもの加入はでき
ません。）

満８０歳６か月まで継続加入できま
す。次の５コースから選択のうえ、申
込みが必要となります。
・500万円ｺｰｽ　・450万円ｺｰｽ
・250万円ｺｰｽ　・200万円ｺｰｽ
・100万円ｺｰｽ

医 療 保 障 保 険

退職時に本制度に加入している者が退職
した場合で、保険料を一括前納し、団体
定期保険に加入の者

本人と配偶者
（※こどもの加入はでき
ません。）

退職した年の翌年からも退職時の加入
内容で、満６９歳６か月まで継続加入
できます。

療 養 給 付 プ ラ ン

退職時に本制度に加入している者が退職した時点で、脱退の扱いとなり、継続加入はできません。
長期療養給付プラン

退職した年の翌年からも退職時の加入
内容で、満８０歳６か月まで継続加入
できます。

〇退職（年度末）した
年の未払い保険料（4月
～12月分）は、所属所
を経由して一括払込み
となります。一括払い
込みいただくことによ
り、12月末まで退職時
の保険内容が適用され
ます。
（団体定期保険、団体
定期保険プラス、医療
保障保険、医療費支援
制度、重病克服支援制
度及び傷害補償プラ
ン）

団体定期保険プラス

退職時に本制度に加入している者が退職
した場合で、保険料を一括前納し、団体
定期保険に加入の者

本人と配偶者

満８０歳６か月まで継続加入できま
す。次の各４コースから選択のうえ、
申込みが必要となります。
〔組合員〕
・500万円ｺｰｽ  ・250万円ｺｰｽ
・150万円ｺｰｽ  ・100万円ｺｰｽ
〔配偶者〕
・400万円ｺｰｽ  ・200万円ｺｰｽ
・150万円ｺｰｽ  ・100万円ｺｰｽ

種類 加入条件 加入対象者 加入内容 退職後の保険料等

Ⅴ 共済グループ保険について 
退職後も引き続きご加入いただける保険が次のとおりございます。なお、継続・脱退いずれの場合

も所属所のグループ保険担当課（係）でお手続きをお願いします。 
 
１ 退職時の取扱い 

 加入者が退職した場合、退職時の加入内容で退職した年の 12 月末まで継続加入することがで 
きます。（療養給付プラン・長期療養給付プランを除く。）退職した年の未経過保険料（例：3月末
退職の場合は、4月～12月分）は、所属所を経由して一括払込みとなります。 

保険期間中に脱退等をされた場合は、当該期間に係る未経過保険料（事務手数料は除く。）を 
請求に基づき、返還いたします。 

 
２ 退職者継続加入制度の案内 
（1）加入申込 
   退職時に未経過保険料を一括払い込みいただいた方には、8 月上旬頃（予定）に互助会から翌

年のパンフレット及び申込書等を届出住所に送付します。 
① 退職後第 1回目更新時は、必ず申込書を提出してください。 
② 継続加入の場合は、必ず口座振替依頼書兼自動払込利用申込書を提出してください。 
※「団体定期保険」及び「団体定期保険プラス」は、退職者継続加入制度コースへ移行とな
りますので、必ず申込書を提出してください。 

 
（2）保険料の納付方法 

  登録口座から毎月２２日頃振り替えます。（初回：退職した年の 12月） 
○ 口座振替は、「団体定期保険」、「団体定期保険プラス」、「医療保障保険」、「医療費支援制

度」、「重病克服支援制度」及び「傷害補償プラン」の保険料になります。 
○ 口座振替の際、手数料 385 円／月（消費税込）を併せて振り替えます。 
※保険金請求、口座振替及び配当金に係る案内等の事務につきましては、「株式会社 日本共
同システム（NKS）」が取扱います。 

※口座振替ができない月が 2か月続きますと脱退扱いとなりますのでご注意ください。 
※記載の手数料は税込金額のため、消費税法の改定に基づき、変更となる可能性があります。 

 
３ 加入商品の取扱い 

 加入されている商品によって、保障年齢・取扱い等が異なりますので、下表をご確認ください。 
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４ 配当金について 
１年経過後、収支計算を行い（「団体定期保険」、「団体定期保険プラス」及び「医療保障保険」

は別々に収支計算を行う。）剰余金が生じた場合は、配当金として加入者の届出指定口座に送金し
ます。（毎年２月末頃を予定） 

※「重病克服支援制度」、「医療費支援制度」及び「傷害補償プラン」に配当金はありません。 
※保険期間内の中途脱退者及び死亡、高度障害、障害年金１級（障害保険金）該当者については、
配当金はありません。 

 
５ 年末調整について 
  控除証明書は、毎年１０月中旬頃に届出住所に送付します。 
 
◆共済グループ保険の退職継続加入等の流れ（令和 7 年 3月 31 日退職の場合）◆ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅵ 積立年金について 
 
   加入者が脱退・退職されるときに、次の①または②のいずれか 1つを選択してください。 
   ① 年金受取りコース 

（10 年、15 年、20 年確定年金・10 年、15 年、20 年保証期間付終身年金） 
   ② 一時金受取りコース 
   ※①は、退職時の積立額・払込年数によっては選択できない場合があります。詳しくは、所属

所又は互助会までお問い合わせください。 
   ※払込満了（満 61 歳）後も、引き続き現職会員として在職される加入者は、最長満 77 歳に達

するまで継続することができます。継続を希望する場合は所属所へお申し出ください。 
   
  制度内容等の詳細については、パンフレットまたは互助会からの案内を確認してください。 
 

お問い合わせ先 
■株式会社 日本共同システム（ＮＫＳ）に移行するまでの期間についての積立年金／共済グループ

保険(団体定期保険・団体定期保険プラス・医療保障保険・医療費支援制度・重病克服支援制度・

傷害補償プラン)については… 
明治安田生命保険相互会社 四国公法人営業推進部 

フリーダイヤル ０１２０－６２－５６６７ 

令和 6年 7月 1日（月）から令和 7年 3月 31 日（月） 

土・日・祝日を除く月曜日～金曜日 9：00～17：00※当該期間終了後は０８７－８２１－６８１１ 
 
■株式会社 日本共同システム（ＮＫＳ）へ移行後の共済グループ保険に係る資料請求・請求書の提

出先については… 
〔事務代行会社〕株式会社 日本共同システム（ＮＫＳ）団体保険コールセンター 

フリーコール ０１２０－１２９－１２８ 

受付時間 平日 9：00～17：00（年末年始を除く土日祝日も開設） 
 
■共済グループ保険（療養給付プラン・長期療養給付プラン）については… 

損害保険ジャパン株式会社 愛媛支店 法人支社 
 ℡ ０８９－９４３－１９１７ 

土・日・祝日を除く月曜日～金曜日 9：00～17：00 

◆共済グループ保険の退職継続加入等の流れ（令和7年3月31日退職の場合）◆

互助会からご自宅へ 業務委託業者（㈱日本共同システム（ＮＫＳ））
パンフレット等を送付 保険料登録口座振替 からご自宅へパンフレット等を送付

（初回：12月、以後毎月）
〔提出書類・提出先〕
①更新する場合 ・加入申込書
・加入申込書 ※退職後コースの中から選択 ⇒㈱日本共同システム（ＮＫＳ）に提出
・口座振替依頼書 ※加入内容に変更がない場合は、
⇒互助会に提出 提出は不要です。

②更新しない場合 （注１）保険料の登録口座振替時には、手数料385円（消費税10%を含む。）を合わせて振り替えます。
・加入申込書 ※解約する旨の申出 （注2）複数の制度を継続された場合も手数料は変わりません。
⇒互助会に提出 （注3）登録口座振替ができない月が２か月続くと脱退扱いになりますので、ご注意ください。

〔提出書類・提出先〕

第1回目更新のご案内 加入内容・保険料のご案内 第2回目更新のご案内 加入内容・保険料のご案内

保険料登録口座振替
（初回：12月、以後毎月）

令和7年3月31日退職 第1回更新 第2回更新(令和7年4月1日喪失)

令和7年8月頃 令和7年12月頃 令和8年8月頃 令和8年12月頃

令和7年1月1日 令和7年4月1日 令和8年1月1日 令和9年1月1日

給料から保険料控除 継続する場合は、退職時に保険料一括納付（4月分～12月分） 登録口座振替（毎月）
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Ⅶ がん保険について 
がん保険は終身加入することができますので、継続・脱退いずれの場合も所属所のがん保険担当

課（係）でお手続きをお願いします。 

なお、退職者継続移行後は、集団契約から個別契約へ移行となり、口座振替（年払い・半年払い・

月払いから選択）による保険料の引き落としとなります。 

また、個別契約へ移行する加入者には、代理店である南海放送サービス株式会社から後日、口

座振替依頼書等を加入者の登録住所へ送付するなど今後のお手続きは、代理店から直接ご案内さ

せていただきます。 

 

◆がん保険の退職継続加入等の流れ（令和 7 年 3 月 31 日退職の場合）◆ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

お問い合わせ先 
 

 
 
 
■がん保険については… 

 募集代理店 南海放送サービス株式会社 

  フリーダイヤル ０１２０－１１１－１３６ 

土・日・祝日を除く月曜日～金曜日 9：00～18：00 
 

引受保険会社 アフラック 松山支社 

℡ ０８９－９３３－７１０３ 

土・日・祝日を除く月曜日～金曜日 9：00～17：00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例）新がん保険A型加入者

●口座振替登録書は、南海放送サービスから加入者あての登録住所へ送付します。

 ①年払い…集団契約より保険料が安くなる。

 ➁半年払い…集団契約より保険料が高くなる。

 ③月払い…集団契約より保険料が高くなる。

 ※口座振替ではなく「払込書」による保険料の払い込みも可能ですので、ご希望の場合は代理店の南海放送サービス株式会社にお問い合わせください。

（注1）「半年払い」及び「月払い」をご選択された場合は、集団契約時の保険料より高くなりますのでご注意ください。

（注2）口座振替登録書のご提出時期によっては、数か月分の保険料は所定の「払込書」にて払い込みをお願いすることがあります。

（集団契約） （個別契約）

給料から保険料控除 口座振替による保険料引き落とし

令和7年1月1日 令和7年4月1日

令和7年3月31日退職

(令和7年4月1日喪失)
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